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【山本】 山本でございます。本来であれば、

外国人の先生方からご報告いただくところでござ

いますが、先ほど理事長の話にありましたとおり、

このシンポジウムは、我が国の高等教育改革、と

りわけ国立大学法人となって以降の改革について、

諸外国の改革と照らし合わせながら、どの点が共

通の課題であるか、どの点を諸外国の経験から学

ぶべきかということを、後半のディスカッション

で議論していただくための素材を、まず提供する

必要があるだろうということで、僣越ながら、日

本側からご報告をさせていただきたいと思います。 

既に日本の多くの方はご案内のとおりですが、

我が国の高等教育システムは、パブリックセクタ

ーとプライベートセクターから成り立っており、

パブリックセクターは国立大学と公立大学から成

り立っております。 

しかしながら、日本の特色として、韓国ともか

なり似ている点はありますが、学部学生の 73％は

私立大学で占められております。一見すると私立

大学、プライベートセクターが非常に優先的な位

置を占めているような感じを与えますが、大学院

レベル、あるいは研究レベルにおいては、国立大

学が非常に重要な機能を担っております。国立大

学の改革は我が国の経済、社会の発展、あるいは

国民の福祉の向上において非常に重要な役割を担

っており、その改革をどのように行っていくのか

というのは大きな課題であります。 

ところが、我が国を取り巻く国内的環境という

のは非常に厳しいものがあります。まず第１点と

して、いわゆる高等教育の参入になるような 18 歳

人口が減少していることが挙げられます。さらに、

大学と短大への高等教育に対する進学率は 50％を

超えているという一種の、これ以上大きく伸びる

ことはなかなか困難な状況に既に達しているので

はないかということがあります。さらには、今金

融危機、クレジットクライシスと言われておりま

すが、金融危機という問題より前に、我が国は既

に世界の先進国の中で最大の債務国であり、ＧＤ

Ｐの 170％程度を占めているということが高等教

育に対しても大幅な投資をなかなか生みにくくし

ているという国内的な状況があります。 

いろいろな識者も指摘されていますが、日本は

高等教育における国際化、とりわけ教育レベルに

おいて遅れています。これは韓国も同様のようで

すが、最近のタイムズ・ハイヤー・エデュケーシ

ョンにおいては、そうした記事等も載っていると

いうのが国内的な環境です。 

一方、国際的なトレンドなり、グローバルな関

係といたしましては、これは次のセッションでア

マラル先生もお話しになるかと思いますが、かな

り大きなトレンドが来ております。１番目におい

ては高等教育全体のシステムが拡大している。す

なわち高等教育事情に対応して、高等教育のサプ

ライも拡大しているということが挙げられます。 

それに従い、高等教育のサービス機関がパブリ

ックセクター以外の形態、あるいはパブリックセ

クターにおいても諸形態が生まれているというこ

とが、２番目です。 

したがって、需要が大きくなるということでい

きますと、従来のエリート型のかなり均質的な学

生集団というのが多様化していくというのが３番

目の問題です。 

４番目におきましては、高等教育需要の拡大に

対して、高等教育に対する財政支出が増えない。

あるいは、増やすためには一定の説明責任を負う

ために、新しいファンディングの方式が生まれて

こざるを得ないというものが、４番目の問題とし

て出てきます。 

そうした高等教育に対する需要の拡大となりま

すと、そのファンディングがパブリックマネーか

ら成り立っていますから、それに対して議会です

とか、国民に対するアカウンタビリティーの考慮、

あるいはそれの徹底というのが出てまいりまして、

その裏返しとして、当然評価という問題が出てき

ます。 

そうした新しい外部環境に対応するものの一環

として、インスティテューショナルなレベルにお

いても、企業のコーポレートガバナンスに似たよ
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うな新しいガバナンス形態というのが同時に生ま

れてきているということです。 

さらには、国際的なネットワークが大学間に形

成され、お互いに切磋琢磨したり、あるいは、資

源の補完をしたり、範囲の経済を目指したり等々

の試みがあります。 

 こうした国際的な潮流と国内的な環境がまさ

しく組み合わさり、国立大学の法人化が生まれて

きました。これは、既にご案内の方もおられるか

と思いますが、2004 年度に国立大学は国立大学法

人に移行しました。従来は文部科学省の１つの文

教施設としての機関でしたが、完全に政府、ある

いは文部科学省から独立した法人格を持つ存在と

なりました。 

この法人化の当初の目的は３点ございます。１

点は、個性豊かで国際競争力のある大学をつくる

こと。２点目は、政府だけでなく、国民、あるい

は社会に対する説明責任を強化し、あるいは競争

政策を国立大学セクターにおいて導入しようとい

うものです。３点目は、明確なビジョンと責任を

通じ、柔軟で戦略的な経営を達成していこうとい

うことです。 

これも後半、アマラル先生からお話があります

が、こうした一種の成果主義ですとか、あるいは

アカウンタビリティーの評価、フレキシビリティ

ーのあるマネジメントスタイルというのは、ニュ

ー・パブリック・マネジメントと称されているよ

うな、大きな行政改革のうねりというものの側面

も同時に有しております。実は国立大学の法人化

というのは、大学改革、あるいは教育改革という

側面と同時に、残念ながらといいましょうか、国

際的なトレンドの中のＮＰＭの改革という潮流と

ミックスした状態として、今まさしく我々の身に

降りかかっております。 

では法人化の枠組みはどうなっているか。簡単

にご説明申し上げたいと思います。中期目標とい

うのと、中期計画ということで、大きな各国立大

学法人の制度の外枠を設定し、その範囲の中にお

いては自主的な経営行動、あるいは自律的な活動

を認めようと。別の言い方をすれば、目標による

管理、マネジメント・バイ・オブジェクティブズ

と言われるようなものの延長線上にあります。 

さらには、擬似的な競争状態をつくり、評価シ

ステム等を通じて、それが、中期目標というのは

今６年間ですが、１つのサイクルを終えますと、

次のタームにかかる場合に業績を評価して、それ

をファンディングに反映しようということがなさ

れています。 

こうした大きな枠組みを国際的な比較も通じ、

何らかの枠組みで統一的にとらえようということ

で、次のスライドにありますような枠組みで考え

てみるとどうなるかということです。これは、パ

フォーマンスレジュームという１つの考え方に基

づくモデル形態です。従来の文部科学本省の１の

機関としての国立大学という場合は、一種の縦の

流れとしての関係といいますか、縦の階層的な関

係として、中央省庁と国会、それと文部科学省か

らのコントロールを受けるという一種の垂直的な

関係があり、その他、水平的な関係、あるいは下

からのといいますか、ユーザー側のプレッシャー

というのは少ない状態でした。 

議会との関係というのは、国立大学のすべての

予算が議会統制を受ける。すなわち予算の承認、

あるいは決算の認定を受けるということでした。

これが、法人化となるとどういうことになるかと

いいますと、基本的に議会との関係におきまして

は、すべての歳入歳出についてコントロールを受

けるということではなく、いわゆる政府からの国

立大学法人に対する財政支援としての補助金、交

付金、こうしたものに関するコントロールのみに

なり、議会側からいたしますと、国立大学法人の

一部の活動の財源をコントロールするということ

になっています。 

そうした意味では、垂直的な関係において非常

に重要なポジションを占めるのは、コアな官庁で

あるとか、直接的な監督官庁である文部科学本省

ということになりますが、先ほど申し上げました

ように、成果主義で事後的なコントロールが強く
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なるということにおきましては、事前の統制とい

うよりも、事後的な評価、エバリュエーションを

通じた機関の役割が非常に強くなっているという

ことです。 

同時に、アカウンタビリティーの向上のために

外部監査を強化する。あるいは、顧客としての学

生側のニーズをさらに取り込むということから、

学生側からの関係も強化すると、こうしたモデル

を本来は想定していたということであると思いま

す。 

ところが、もう一つの、理事長も話しましたア

カウンタビリティーはどのような関係になってい

るかということからいきますと、事前のものは、

この図はちょっと違っております、説明が欠けて

いたということですが、いわゆる統合が、内在的

な統制か、外在的な統制かということで、横軸を

考えております。縦軸は、活動に対する統制が非

常に強いか、弱いかということで考えますと、こ

うした４つの一種の統制環境というのが生まれま

す。従前の管理運営ですとか、教育研究というの

が、それぞれ左上、あるいは左下であったものが

右のほうにシフトするということが大きな特色で

あると思われます。 

国立大学に対するファンディングというのは、

簡単に言いますと、時間の関係上省略いたします

が、諸外国と大きく違う点は、教育・研究、双方

の基本的な活動に対して財政措置がされるという

ことです。しかも、中期目標を超えた時点では明

確な業績主義ファンディング的な要素が出てきま

すが、毎期の場合、基本的にはフォーミュラベー

スのものになっているということです。 

一方、ガバナンス構造、これはコーポレートガ

バナンスとしてのガバナンス構造ですが、従前は、

実は学長というのは、アカデミクスについてはリ

ーダーシップをとれる状況でしたが、マネジメン

トやオペレーションについては、事務局長が、い

わゆるアカウンティングオフィサーとしての最終

的な責任を負っていました。政府に対するアカウ

ンタビリティーというのは、学長は基本的には国

有財産の管理等を除きますと、なかったというこ

とにおいて、２つのラインがあったということで

す。 

とりわけ業務運営については、右側のラインと

して完結していたということが特色だと思います。

それが新しく法人化になりますと、すべて学長が

いわゆるアカデミクスの管理運営も一元的にやる

ということで、まさしくアドミニストレーション

とアカデミクスワークのヘッド的な機能を学長が

一手に引き受ける。これは非常に大きな権限を有

すると同時に、後で水田准教授からも話があるか

と思いますが、マネジメント能力、あるいはスト

ラテジックな考え方というのが重要になってきま

す。 

次のスライドは、具体的な話としては水田先生

からありますので省略いたしますが、これもアマ

ラル先生のお話に出てまいりますような大きな方

向性としては、いわゆるインプットコントロール

からアウトプットコントロール、あるいはより詳

細なリーガリスティックなコントロールから、フ

レキシビリティーなコントロール。しかし、その

反面、アカウンタビリティーや成果主義というの

は強調される点があります。 

こうしたフレームワークに基づいてファンディ

ングがなされた場合に、では、実際の国立大学法

人の行動形態には、どのような対応形態があり得

るかということをモデル化して考えると、このス

ライドにあらわれたようなことになるかと思いま

す。 

ここで書いている当初のモデルというのは、一

種の予算制約だけを考えたモデルというのが既に

今年のバージョンで出ていますが、実は国立大学

法人を考える場合には、それ以外に業績の目標と

いうのも当然あります。これは中期目標で業務目

標を書いております。 

さらには、非常に困った状況ですが、人件費の

コントロールというのもかかっており、国の業績

改革、すなわち対ＧＤＰ比で 170％の債務があると

いう現状から、国の機関では既になくなっている
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にもかかわらず、国に準じて、従前からいた職員

については、人件費を毎年１％ぐらい削減しなさ

いという国の一種の方針がございます。それに従

うということで、実は国立大学法人はこの３つの

制約条件を満たしつつ、教育・研究の効用の最大

化を図るというモデルが考えられます。 

こうしたモデルの途中の詳しい分析を省略いた

しますと、ここに掲げるような４つの仮説が出て

きます。第１点、これは業績の制約条件から出て

まいりますし、２番目は予算制約や、そうしたも

のから出てまいります。いずれにいたしましても、

こうした仮説が理論モデルから出てまいりますが、

これについて、実際どのような状況であるかとい

うことを少し見ていくことが後半の話になります。 

その前に、では、実際のガバナンス構造という

のは、当初考えたものはどのような現状になって

いるかということをまとめましたのが、今のこの

スライドです。確かに国立大学法人法というのが

定まっておりますから、議会の直接的なコントロ

ールというのは、補助金分だけになっている点に

おいては、そのとおりですが、これは私の個人的

な感想ですが、現状においては、いわゆる消費者

的な発想としての学生が大学側の供給者に対して、

消費者としていろいろなアクティブな行動をとる

ような、そうしたマーケットメカニズムというの

はまだそれほど機能していない。あるいは、監査

としてアカウンタビリティーが非常に高まるよう

な状況にはまだなっていない。 

よって、今のところは残念ながら、垂直的な関

係がマルティプルな関係になったという状況であ

ろうかと思います。これがいろいろな問題を引き

起こします。 

説明責任への影響ということは、確かに従来の

教育・研究については大学のオートノミーであり、

先ほど申し上げましたようにアカウンティングオ

フィサーとしての国の財政会計法理に対する説明

責任というのは非常に強かったのですが、これが

法人化となりますと、教育・研究についての中期

目標、中期計画に沿った毎年の年次計画、あるい

はそれの業務報告、それについての評価委員会の

チェックということが入りますので、今国立大学

法人は教育・研究についてもアカウンタビリティ

ーが明示的になっているという点は、非常に大き

な点です。そして、それが学長に非常に集権的に

なっているということが大きなポイントであろう

かと思います。 

次以降のスライドは水田先生のものと重複しま

すので、簡単に申し上げます。一言で言えば、よ

り集権的な経営行動なり資源配分になっていると

いうのが、このスライドです。 

次は、学長が自由に使える金が増え、その反面、

基盤的なお金が減っているということが言えるか

と思います。 

これは財務データによる分析ですが、それぞれ

ごらんいただきますと、この 2004 年から 2007 年

の実績を比較いたしますと、確かに教育経費、あ

るいは研究経費は伸びていると言えます。そうし

た意味においては、財務面からいきますと国立大

学法人は教育・研究の、少なくともインプット、

あるいは資源の投入、消費という面においては成

功しているような感じを与えますが、これを大学

特性別に見るとやや異なった観点が出てきます。 

すなわち、教育経費と研究経費に占める教育経

費のウエートが高い。教育の比重が非常に強い大

学グループというのが右の３つのグループですが、

そのものは、研究経費の増分に対してもより多く

の教育経費の増分になっているということですか

ら、そうした意味においては、教育中心的な大学

がより教育指向になっていたという１つのセグメ

ンテーションが強化されたということが、この図

から言えます。 

一方、次のスライドは、いわゆる人件費ベース

でどのような構造になっているかということです。

これは非常に大きな問題をはらんでおります。１

つの旧帝大と申しておりますＯＩとなっているグ

ループ、これは、従前は旧帝国大学と言われてい

た非常に有力な大学グループを称していますが、

このものは教育職員、あるいは事務職員とも増え
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ていますが、その他は何らかの格好で教育・研究

職員、あるいは管理職員とも減っているグループ

が大半です。 

増えているグループというのは、医科系と、医

学部を有する総合大学グループで、左上にありま

す。増えているのは、実は看護師さんの関係で増

えているということで、事実上はかなりアカデミ

ックスタッフが減っている状況です。 

確かに金額レベル、いわゆる人件費以外の分に

ついては、教育・研究は法人化以降かなり増えて

いますが、肝心のそれを担う人材については、い

わゆる旧帝国大学グループを除きますと減ってい

るということです。したがって、人的生産性が非

常に向上されるとか、あるいは非常にイノベーシ

ョンが起こらない限り、こうした状態が継続すれ

ば、おのずと教育・研究の衰退につながるという

大きな問題が既に出てきたと言えるかと思います。 

それをまとめましたのが、このスライドです。

では、こうした教育・研究経費が国の財源で、毎

年１％なり削減になっているにもかかわらず、ど

うして教育・研究経費がすべての大学グループに

ついて増えているのかという、１つのわからない

根源ですが、これは、１つは、人件費を想定以上

に削減しているという点もあります。同時に、下

のこのグラフでわかりますように、実は当初想定

しておりました予算ベース、計画ベースの人件費

よりも、さらに毎年度、決算ベースの人件費が、

このＭＥとなっておりますグループ、つまり医科

大を除きますと、すべて予定した人件費を下回る

ような状況になっている。 

すなわち、毎年度の人件費の削減と同時に、予

算に対しても決算が人件費を削減して、その財源

をもとにして、いわゆる教育・研究に充当してい

るというからくりがこれでおわかりいただけるか

と思います。こうした状況がいつまで続くかとい

うことが大きな問題であろうかと思います。 

ところが、もう一つの一番の大きな問題、すな

わち業績主義的な要素を実は国立大学法人は入れ

ています。その１つの準備的な作業が今年度、進

行中で、間もなくパブリッシュされますが、教育・

研究の業績についても現在、その作業が最終段階

となっており、教育・研究の成果、クオリティー、

あるいはリザルト、それと管理運営についてのパ

フォーマンスを総合評価して、次のタームの６年

間の交付金、財源措置に反映するということがう

たわれています。 

それを具体的にどうするかというのはまだ明確

にはなっていません。しかし、これは財務省、政

府に対して文部科学省が約束していますから、こ

の反映状況がどうなるのかということについて、

ここにご出席の皆様方も非常に大きな関心があり

ます。こうしたことについては、後ほどのパネル

ディスカッションで、ぜひ先行されているような

パフォーマンス・ベース・ファンディングについ

てのご経験に沿ったプレゼンテーション、あるい

はディスカッションがなされることを期待してお

ります。 

基本的に、先ほどのモデル等から言えますこと

は、実はパフォーマンスベースのファンディング

の競争といいましても、スタートベースが違うと

か、もともと持っている資源の量が違うというこ

とからいい、要するに経路依存性と申しますか、

パス・ディペンデンシーという概念がありますが、

これによって大きくパフォーマンス自身が規定さ

れると言えます。 

そうしますと、単純に実績が高いところに高い

ファンディングをすることが、果たしていいのか

という問題があると思います。それをまとめたの

が、コンクルージョンに書いてあります。このコ

ンクルージョンに書いてありますように、国立大

学に対する説明責任の向上というのは、確かに教

育・研究についても評価をする、あるいは国立大

学法人が年次報告することにより、国民にとって

も明らかになっているという点においては、１つ、

成功だと言ってもいいかと思います。 

あるいは、トップマネジメントとしての学長が、

いわゆる経営的なマネジメントの要素と、アカデ

ミックな要素、２つがバインディングされて、同
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じプレジデントが一手に管理するということにお

いては、非常にリーダーシップをとった体制がで

きてきたということでも、モデルとしての初期の

機能が発揮されているという言い方はできるかと

思います。 

さらには、量的な観点からも、教育・研究経費

に投入されている金額というのは、先ほどのスラ

イドでお見せしましたように増えておりますし、

同時に、制度の行政改革に対する支援としての人

件費もコンスタントに削減しているということで、

現状ではすべてうまくいっているような状況にあ

ります。 

しかしながら、先ほど来からたびたび申し上げ

ておりますとおり、説明責任の強化をするために

は、アニュアルレポートの作成、評価に対する準

備が必要です。それがどのような人によって支え

られているかといいますと、多くは常勤のアカデ

ミックスタッフ、あるいは管理職員、事務職員に

よってですが、ここの人数がかなり大きく削減さ

れています。 

ということは、こうした方の本来的なアカデミ

ックな業務ですとか、本来のストラテジックなマ

ネジメントをする時間が大きく割かれているとい

う状況になっています。したがって、現状では大

きな問題がありませんが、今後どうなるのかは全

くの不透明です。 

とりわけ、ここの５番目あたりに書いている点

ですが、実はパフォーマンス・ベースド・ファン

ディングの一番難しいところは、例えば現在の国

立大学法人の実績評価の教育・研究実績というの

は、例えば最低資本インデックスですとか、論文

の数などを元に行っておりますが、ほんとうにこ

の 2004年度からの数年間の活動によるものかどう

かと考えてみますと、確かにパブリッシュされた

のは 2004 年度以降かもしれませんが、その活動の

起点といいますか、本来活動したのは、教育・研

究を行ったのはそれ以前です。 

第１期の中期目標期間の成果の原因となってい

る活動は、それ以前のものであるということにな

ります。こうした教育・研究、とりわけ大学の活

動の特性というものを、どのようにして反映すべ

きかというのも、また後ほどご議論していただき

たいと思う点です。日本では、私はそういう意味

において、パス・ディペンデンシーの問題と、こ

のタイムラグの問題の点から、やや慎重にすべき

ではないかと、個人的には思っています。 

そうした点で、将来の課題として何点か提示を

したいと思います。日本では、中央教育審議会と

いうところで大学改革についての議論をしていま

すが、中央教育審議会は、残念ながら、国家の財

政については、あまり直接踏み込んだことは機能

的には難しい状況にあります。高等教育の将来を

どうするかということにおいては、当然資源の問

題と無関係ではいられません。 

そうしたことにおきましては、国家戦略として

の高等教育の位置づけをどうするかということが、

どこかで議論されなければいけませんが、これに

ついては、やや日本で少し劣る点がございました。

これにつきましても、諸外国はどのような取り組

みをされているのかということについて、ご教示

いただきたいと思います。 

２番目、これはアマラル先生からも問題提起が

ありますが、ＮＰＭ的な改革の場合において、確

かにマネジメントにおいてフレキシビリティーを

与えることによって効率性を高める、あるいは成

果を高めるということは非常にすばらしいことで

すが、同時に、それにはいろいろな説明責任の強

化が伴います。１つの両立しない、あるいは、か

なりコンフリクトな問題を抱えています。 

そうすると、いかにして評価も含めた成果コン

トロール、政府による成果コントロール、あるい

は成果コントロールに対応するためのインスティ

テューショナルなレベルにおける作業の負担を軽

減しつつ、説明責任、透明性を図り、なおかつ大

学セクター全体の業績を図るか。こうしたバウン

シングというのは、制度設計上どうすればいいの

かということについて、これは経験的に徐々にな

らしていくほかないであろうというのが、多分高
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等教育研究者の多くの答えになるかと思います。

私はもう少し経済モデルとか、ほかのモデルを含

めたモデル分析を行わないと、なかなか対外野に

対しては説得的な論理展開ができないのではない

かと思っておりますので、これについてもまたご

助言等を賜りたいと思います。 

さらには、一番我が国の大きな問題は、大きな

借金を抱えている問題で、果たして財政的な意味

合いの持続可能性が国立大学法人にて果たせるか

ということが、今非常に大きな、深刻な課題とし

て出てきております。すなわち政府からの財源投

入が減った場合、では、外からのファンディング

を増やせばいいのではないかという議論は非常に

多いですが、外からのファンディングというのは、

実は日本の場合、ほとんどプロジェクトベースの

ファンディングですので、プロジェクトにばかり

使うことができない。 

すなわち、基礎的な、基盤的な教育・研究に対

しては使えません。そうすると、そのように自由

に使える金というのは寄附金ですとか、自己収入

を増やすということになりますが、残念ながら、

日本では寄附金はそれほど多いウエートではない。

むしろ寄附金が多いのはアメリカだけではないの

かという議論も多く、寄附金のウエートがそれほ

ど高くないヨーロッパ等、あるいはオーストラリ

アもそうかもしれませんが、そうしたご経験もぜ

ひ教えていただいて、日本の改革の参考にさせて

いただきたいと思います。 

最後は、財源措置への反映方策と大学特性への

考慮ということが書いてあります。これは、パス・

ディペンデンシーの問題もありますが、国立大学、

現在 86 大学法人ありますが、これに対して、単純

なフォーミュラをつくり、フォーミュラに何か掛

けるような感じで業績の評価のウエートを掛ける、

そのような方式が果たしていいのかということに

つきましても、豊富な実証研究、あるいは比較研

究をなさっておられる諸先生方からぜひ教えてい

ただきたいと思っております。 

私からは、国立大学法人の全体的なシステムの

問題、そして、現状の中間的、個人的なレビュー

と、午後の討議に向けたお願いということで、報

告を終わりにして、水田先生に引き継ぎたいと思

います。どうもありがとうございました。 




